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平 成 ３ ０ 年 １ ２ 月 １ ４ 日 

 

 

北海道知事、岐阜県知事、滋賀県知事、京都府知事、 

大阪府知事、兵庫県知事、鳥取県知事、島根県知事、 

岡山県知事、広島県知事、山口県知事、愛媛県知事、 

高知県知事、福岡県知事、佐賀県知事、長崎県知事、 

熊本県知事、大分県知事、沖縄県知事 

札幌市長、京都市長、大阪市長、堺市長、神戸市長 

岡山市長、広島市長、北九州市長、福岡市長、熊本市長 

函館市長、旭川市長、岐阜市長、大津市長、 

高槻市長、東大阪市長、豊中市長、枚方市長、 

八尾市長、姫路市長、西宮市長、尼崎市長、 

明石市長、鳥取市長、松江市長、倉敷市長、 

福山市長、呉市長、下関市長、松山市長、 

高知市長、久留米市長、長崎市長、佐世保市長 

大分市長、那覇市長 

 

                                             厚 生 労 働 事 務 次 官 

                        （公 印 省 略） 

 

 

平成３０年７月豪雨及び平成３０年北海道胆振東部地震に係る 

社会福祉施設等災害復旧費の国庫補助について 

 

標記の国庫補助金の交付については、別紙「平成３０年７月豪雨及び平成３０年

北海道胆振東部地震に係る社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金交付要綱」により

行うこととされ、平成３０年７月豪雨及び平成３０年北海道胆振東部地震が発生し

た日から適用することとされたので通知する。各都道府県知事におかれては、本通

知中、市町村又は社会福祉法人等に対して国庫補助を行うこととされている部分に

ついては、貴管内市町村又は社会福祉法人等に対する周知につき配慮願いたい。 

なお、平成３０年に発生した災害のうち本要綱の交付の対象とならない災害復旧

事業については、平成２２年３月１５日厚生労働省発社援０３１５第９号本職通知

「社会福祉施設等災害復旧費の国庫補助について」の別紙「社会福祉施設等災害復

旧費国庫補助金交付要綱」（以下「交付要綱」という。）により行うこととする。 

また、激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和３７年法

律第１５０号）第３条第５号から第９号までに掲げる事業ごとの施設であって、地

方公共団体が設置する施設にあっては同法第４条第１項、第２項及び第３項により

特別財政援助額、又は地方公共団体以外の者が設置する施設にあっては同法第４条

第５項により特別交付額が交付される災害復旧事業については、本要綱を適用せず、

交付要綱及び別途通知する特別の財政援助に係る社会福祉施設等災害復旧費交付要

綱により行うこととする。    

殿 
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別 紙 

 

平成３０年７月豪雨及び平成３０年北海道胆振東部地震に係る 

社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金交付要綱 

 

第１ 通 則 

平成３０年７月豪雨及び平成３０年北海道胆振東部地震に係る社会福祉施設等

災害復旧費国庫補助金交付要綱については、予算の範囲内において交付するもの

とし、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７

９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政 

令第２５５号）及び厚生労働省所管補助金等交付規則（平成１２年    令第６ 

号）の規定によるほか、この交付要綱の定めるところによる。 

 

第２  社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金 

  （交付の目的） 

 １ 平成３０年７月豪雨及び平成３０年北海道胆振東部地震に係る社会福祉施設

等災害復旧費国庫補助金（以下第２において「災害復旧費補助金」という。）

は、「生活保護法」（昭和２５年法律第１４４号）、「老人福祉法」（昭和３

８年法律第１３３号）、「児童福祉法」（昭和２２年法律第１６４号）、「就

学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律」（平

成１８年法律第７７号。以下「認定こども園法」という。）、「介護保険法」

（平成９年法律第１２３号）、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律」（平成１７年法律第１２３号）（以下「障害者総合支援

法」という。）等の規定に基づき、社会福祉法人等が整備した次に掲げる施設

であって、平成３０年７月豪雨又は平成３０年北海道胆振東部地震により被害

を受けた施設の災害復旧に関し、厚生労働大臣に協議して承認を得た災害復旧

事業に要する費用の一部を補助することにより、災害の速やかな復旧を図り、

もつて施設入所者等の福祉を確保することを目的とする。 

 

  （定 義） 

  ２ 第２において「社会福祉施設等」とは、次の表の区分ごとに掲げる大分類、 

    中分類及び小分類の施設をいう。 

（１）（項）社会福祉施設整備費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金関係 

   

  

   

   

   

   

   

   

   区    分   大 分 類  中 分 類   小 分 類 

①  生活保護法（昭和 

２５年法律第１４４

号）第３８条に基づ 

 く保護施設 

保護施設 

 

 

 

救護施設 

更生施設 

授産施設 

宿所提供施設 

 

 

 

 

② 次のアからエに定 

  める施設（以下「社 

 会事業授産施設等」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生省 

労働省 
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 という。） 

 ア 社会福祉法（昭 

  和２６年法律第 

  ４５号）第２条 

  第２項第７号に 

  基づく授産施設（ 

   (1)による授産施 

  設を除く。） 

  イ 平成６年６月 

 ２３日社援地第  

  ７４号厚生省社会 

 ・援護局長通知  

  「地域福祉センタ 

 ーの設置運営に  

  ついて」に基づく 

  地域福祉センター 

 ウ 社会福祉法第２ 

  条第３項第１１号 

  に基づく隣保館、 

    生活館（アイヌ集

落内に設置された

建物）及び生活困

窮者・ホームレス

自立支援センター 

  エ 昭和４０年９月 

  １日厚生省事務次 

  官通知「へき地保 

  健福祉館の設置及 

  び運営について」 

  に基づくへき地保 

  健福祉館 

 

社会事業授産 

施設 

 

 

 

 

 

地域福祉センタ

ー 

 

 

 

 

 

 

隣保館 

生活館 

生活困窮者・ホ

ームレス自立支

援センター 

 

 

 

へき地保健福祉

館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域福祉センタ

ー（Ａ型） 

地域福祉センタ

ー（Ｂ型） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 社会福祉士及び介 

護福祉士法 (昭和  

６２年法律第３０  

号）第７条及び第４

０条に基づき厚生労 

働大臣の指定を受け 

ることのできる養成 

施設 

介護福祉士等養

成施設 

 

 

 

 

 

 

社会福祉士養成

施設 

介護福祉士養成

施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 障害者総合支援法

第５条第１項に規定

障害福祉サービ

ス事業所（療養
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する障害福祉サービ

ス事業（同条第６項

に規定する療養介

護、同条第７項に規

定する生活介護、同

条第１２項に規定す

る自立訓練、同条第

１３項に規定する就

労移行支援及び同条

第１４項に規定する

就労継続支援に限

る。）を行う施設

（以下「障害福祉サ

ービス事業所」とい

う。）並びに同条第

１１項に規定する障

害者支援施設 

介護事業、生活

介護事業、自立

訓練事業、就労

移行支援事業、

及び就労継続支

援事業を行うも

のに限る。） 

 

障害者支援施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 障害者総合支援法

第５条第２項に規定

する居宅介護、同条

第３項に規定する重

度訪問介護、同条第

４項に規定する同行

援護、同条第５項に

規定する行動援護

（以下「居宅介護」

という。）、同条第

８項に規定する短期

入所、同条第１５項

に規定する就労定着

支援、同条第１６項

に規定する自立生活

援助、同条第１７項

に規定する共同生活

援助及び同条第１

８項に規定する相談

支援を行う事業所 

居宅介護事業所 

重度訪問介護事

業所 

同行援護事業所 

行動援護事業所 

（以下「居宅介

護事業所」とい

う。） 

 

短期入所事業所 

就労定着支援事

業所 

自立生活援助事

業所 

共同生活援助事

業所 

 

相談支援事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 身体障害者福祉法

第５条第１項に基づ

く身体障害者社会参

加支援施設、昭和３

身体障害者社会

参加支援施設 

 

 

身体障害者福祉

センター 

 

 

身体障害者福祉

センターＡ型 

身体障害者福祉

センターＢ型 
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７年２月２７日社発

第１０９号厚生省社

会局長通知「盲人ホ

ームの運営につい

て」に基づく盲人ホ

ーム及び平成８年５

月１０日社援更第１

３３号厚生省社会・

援護局長通知「市町

村障害者生活支援事

業の実施について」

に基づく市町村障害

者生活支援センター

（以下「身体障害者

社会参加支援施設

等」という。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

盲人ホーム 

市町村障害者生

活支援センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

補装具製作施設 

盲導犬訓練施設 

視聴覚障害者 

情報提供施設 

 

 

 

 

 

 

 

身体障害者デイ

サービスセンタ

ー 

身体障害者更生

センター 

 

 

点字図書館 

聴覚障害者情報

提供施設 

 

 

 

 

 

 

⑦ 障害者総合支援法

第５条第２７項に規

定する地域活動支援

センター 

地域活動支援セ

ンター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 障害者総合支援法

第５条第２８項に規

定する福祉ホーム 

福祉ホーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 児童福祉法第６条

の２の２第１項に規

定する障害児通所支

援事業（同条第２項

に規定する児童発達

支援、同条第４項に

規定する放課後等デ

イサービス）を行う

事業者、第７条に規

定する障害児入所施

設、児童発達支援セ

ンター及び昭和５４

年７月１１日児発第

５１４号厚生省児童

家庭局長通知「心身

障害児総合通園セン

ターの設置につい

て」に基づく心身障

児童福祉施設 

 

 

 

 

 

 

 

児童発達支援事

業所 

放課後等デイサ

ービス事業所 

心身障害児総合

通園センター 

 

 

 

 

障害児入所施設 

 

 

 

児童発達支援セ

ンター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉型障害児入

所施設 

医療型障害児入

所施設 

福祉型児童発達

支援センター 

医療型児童発達

支援センター 
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害児総合通園センタ

ー 

 

 

 

 

 

 

⑩ 児童福祉法第６条

の２の２第５項に規

定する居宅訪問型児

童発達支援、同条第

６項に規定する保育

所等訪問支援及び同

条第７項に規定する

障害児相談支援を行

う事業所 

居宅訪問型児童

発達支援事業所 

保育所等訪問支

援事業所 

障害児相談支援

事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪ 上記以外の施設あ

って、当該施設につ

いて国が当該施設の

設置及び運営につい

ての基準を定めてお

り、かつ、厚生労働

大臣が特に整備の必

要を認めるもの 

その他施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）（項）介護保険制度運営推進費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金関係  

   

  

 

   

 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

   

   

   

   

   

 

 

   区    分   大 分 類  中 分 類   小 分 類 

① 老人福祉法（昭和

３８年法律第１３３

号）第５条の３に基

づく老人福祉施設、

同法第５条の２第６

項に基づく住居とし

ての認知症高齢者グ

ループホーム、平成

６年９月１４日老計

第１２０号厚生省老

人保健福祉局長通知

「在宅複合型施設の

整備について」に基

づく在宅複合型施

設、平成１２年９月

２７日老発第６５５

号厚生省老人保健福

祉局長通知「高齢者

生活福祉センター運

営事業の実施につい

老人福祉施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

老人デイサービ

スセンター 

老人短期入所施

設 

養護老人ホーム

特別養護老人

ホーム 

軽費老人ホーム 

 

 

 

 

 

 

 

老人福祉センタ

ー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

軽費老人ホーム

（Ａ型） 

軽費老人ホーム

（Ｂ型） 

軽費老人ホーム

（ケアハウス） 

都市型軽費老人

ホーム 

老人福祉センタ

ー（Ａ型） 

老人福祉センタ

ー（特Ａ型） 

老人福祉センタ
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て」に基づく生活支

援ハウス（高齢者生

活福祉センター）、

介護保険法（平成９

年法律第１２３号）

第８条第２８項に基

づく介護老人保健施

設、同法第８条第２

９項に基づく介護医

療院、同法第８条第

４項に基づく訪問看

護の事業を行う事業

所としての訪問看護

ステーション、老人

福祉法第５条の２第

５項に基づく小規模

多機能型居宅介護事

業を行う拠点として

の小規模多機能型居

宅介護拠点、老人福

祉法第５条の２第２

項に基づく老人居宅

介護等事業を行う事

業所のうち、夜間対

応型訪問介護事業を

行う事業所としての

夜間対応型訪問介護

ステーション、平成

１８年５月２９日老

発第０５２９００１

号厚生労働省老健局

長通知「地域介護・

福祉空間整備等交付

金及び地域介護・福

祉空間推進交付金の

実施について」に基

づく介護予防拠点、

介護保険法第１１５

条の４６に基づく地

域包括支援センター

及び同法第８条第１

 

 

 

 

 

認知症高齢者

グループホーム 

 

在宅複合型施設 

 

生活支援ハウス 

 

介護老人保健施設 

 

介護医療院 

 

訪問看護ステー

ション 

 

小規模多機能型

居宅介護事業所 

 

夜間対応型訪問

介護ステーショ

ン 

 

介護予防拠点 

 

地域包括支援セ

ンター 

 

定期巡回・随時

対応型訪問介護

看護事業所 

 

看護小規模多機

能型居宅介護事

業所 

 

 

 

 

 

 

老人介護支援セ

ンター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ー（Ｂ型） 

老人福祉施設付

設作業所 

在宅介護支援セ

ンター 
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５項に基づく定期巡

回・随時対応型訪問

介護看護を行う事業

所としての定期巡回

・随時対応型訪問介

護看護事業所、同法

第８条第２３項に基

づく複合型サービス

を行う事業所として

の看護小規模多機能

型居宅介護事業所

（以下「老人福祉施

設等」という。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 上記以外の施設で 

あって、当該施設に 

ついて国が当該施設 

の設置及び運営につ 

いての基準を定めて 

おり、かつ、厚生労 

働大臣が特に整備の 

必要を認めるもの 

その他施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）（項）児童福祉施設整備費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金関係 

   

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   区    分   大 分 類  中 分 類   小 分 類 

① 売春防止法（昭和

３１年法律第１１８

号）第３４条第１項

及び第２項に基づく

婦人相談所、同法第

３４条第５項に基づ

く要保護女子を一時

保護する一時保護施

設、同法第３６条に

基づく要保護女子を

収容保護するための

婦人保護施設（以下

「婦人保護施設等」

という。） 

婦人相談所 

一時保護施設 

婦人保護施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 児童福祉法第７条

に基づく児童福祉施

設（助産施設、母子

生活支援施設、保育

児童福祉施設 

 

 

 

助産施設 

 

乳児院 

母子生活支援

第一種助産施設 

第二種助産施設 
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所(児童福祉法第５６

条の８に基づく公私

連携型保育所（以下

「公私連携型保育所

と い う 。 ） を 含

む。）、幼保連携型

認定こども園(認定こ

ども園法第３４条に

基づく公私連携幼保

連携型認定こども園

を含み、児童福祉施

設としての保育を実

施 す る 部 分 に 限

る。)、乳児院、児童

厚生施設、児童養護

施設、児童心理治療

施設、児童自立支援

施設及び児童家庭支

援 セ ン タ ー に 限

る。）、同法第１２

条に基づく児童相談

所、同法第１２条の

４に基づく児童を一

時保護する一時保護

施設、同法第３５条

第１０項に基づく職

員養成施設、同法第

６条の３第１項に基

づく児童自立生活援

助事業を行う事業

所、同条第６項に基

づく地域子育て支援

拠点事業を行う事業

所、同条第８項に基

づく小規模住居型児

童養育事業を行う事

業所、同条第１０項

に基づく小規模保育

事業を行う事業所、

同条第１２項に基づ

く事業所内保育事業

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童相談所 

一時保護施設 

職員養成施設 

児童自立生活援

助事業所 

地域子育て支援

拠点事業所 

小規模住居型児

童養育事業所 

小規模保育事業

所 

事業所内保育事

業所 

幼稚園型認定こ

ども園(幼稚園

と保育所機能部

分の定員合計が

２０人以上の保

育 所 機 能 部 分

（幼稚園部分と

施設が一体的で

あ る 場 合 を 除

く 。 ） に 限

る。) 

特例保育施設 

利用者支援事業

所 

子育て支援のた

めの拠点施設 

施設 

保育所 

幼保連携型認定

こども園 

児童厚生施設 

児童養護施設 

児童心理治療施

設 

児童自立支援

施設 

児童家庭支援セ

ンター 
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を行う事業所、認定

こども園法第３条第

１項に基づく認定及

び同条第１１項に基

づく公示を受けた幼

稚園（以下「幼稚園

型認定こども園とい

う。）において保育

を実施する部分（以

下「保育所機能部

分」という。）、子

ども・子育て支援法

（平成２４年法律第

６５号）第３０条第

１項第４号に基づく

特例保育を提供する

施設であって、一日

当たりの平均入所児

童数が６人以上であ

るもの（以下「特例

保 育 施 設 」 と い

う。）、同法第５９

条第１号に基づく利

用者支援事業を行う

事業所及び平成１１

年１月７日児発第１

４号厚生省児童家庭

局長通知「子育て支

援のための拠点施設

の設置について」に

基づく子育て支援の

ための拠点施設（以

下「助産施設等」と

いう。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 母子及び父子並び 

に寡婦福祉法（昭和 

３９年法律第１２９ 

号）第３８条及び平 

成２６年９月３０日 

厚生労働省発雇児０ 

９３０第４号厚生労 

母子・父子福祉

施設 

 

 

 

 

 

母子・父子福祉

センター 

母子・父子休養

ホーム 
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働事務次官通知「母 

子・父子福祉施設の 

 設備及び運営につい 

て」に基づく母子・ 

父子福祉施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 母子保健法（昭和 

４０年法律第１４１ 

号）第２２条に基づ 

く母子健康包括支援 

センター（旧母子保 

健法第２２条第１項 

に基づく母子健康セ 

ンターとして平成２ 

９年３月３１日以前 

に設置された施設で 

あり、かつ旧同法２ 

２条第２項に規定し 

ていた機能を維持し 

ている施設に限 

 る。） 

母子健康包括支

援センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 上記以外の施設で 

あって、当該施設に 

ついて国が当該施設 

の設置及び運営につ 

いての基準を定めて 

おり、かつ、厚生労 

働大臣が特に整備の 

必要を認めるもの 

その他施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（交付の対象） 

３ 災害復旧費補助金は、直接補助事業の場合においては、次の事業を交付の対

象とする。 

次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により激

甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律施行令（昭和３７年政

令第４０３号）第１条第２項の規定に基づき告示された特定地方公共団体（以

下「特定地方公共団体」という。）である③欄に定める設置者が設置する施設

に係る災害復旧事業。 

（１）（項）社会福祉施設整備費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金関係 

①施設の種類 ②設置根拠等 ③設置者 ④国庫補助率 

(1) 社会事業授産施設等 

  ｱ 社会事業授産施設 

 

社会福祉法第２条第２項第 

 

都道府県又 

 

  ２／３ 
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  ｲ 地域福祉センター 

    （Ａ型、Ｂ型） 

 

 

 

 ｳ 隣保館 

 

 

 

 

 

 ｴ 生活館 

 

 

 

 

 

  ｵ 生活困窮者・ホームレ

ス自立支援センター 

 

 

 

 ｶ へき地保健福祉館 

 

 

 

７号 

 

 

 

平成６年６月２３日社援地

第７４号厚生省社会・援護

局長通知「地域福祉センタ

ーの設置運営について」 

 

平成１４年８月２９日厚生 

労働省発社援第 0829002 号

厚生労働事務次官通知「隣

保館の設置及び運営につい

て」 

 

平成１４年８月２９日厚生 

労働省発社援第 0829002 号

厚生労働事務次官通知「隣

保館の設置及び運営につい

て」 

 

平成３０年７月３１日厚生

労働省・国土交通省告示第

２号ホームレスの自立の支

援等に関する基本方針 

 

昭和４０年９月１日厚生省

事務次官通知「へき地保健

福祉館の設置及び運営につ

いて」 

は指定都市 

若 し く は 

中核市 

 

都道府県又 

は指定都市 

若 し く は 

中核市 

 

指定都市又 

は中核市 

 

 

 

 

指定都市又 

は中核市 

 

 

 

 

都道府県又 

は指定都市 

若 し く は 

中核市 

 

指定都市又

は中核市 

 

 

 

 

 

 

 ２／３ 

 

 

 

 

 ２／３ 

 

 

 

 

 

 ２／３ 

 

 

 

 

 

 ２／３ 

 

 

 

 

  ２／３ 

 

(2) 介護福祉士等養成施設 

 

 

 

社会福祉士及び介護福祉士

法第７条又は第４０条 

 

 

都道府県又 

は指定都市 

若 し く は 

中核市 

 ２／３ 

 

(3) 障害者支援施設等 

  ｱ 障害福祉サービス事業

所（療養介護事業所に

限る。） 

 

 

  ｲ 居宅介護事業所、短期

 

障害者総合支援法第７９条

第１項第１号及び第２項 

 

 

 

障害者総合支援法第７９条

 

都道府県又

は指定都市

若 し く は

中核市 

 

都道府県又

 

  ２／３ 

 

 

 

 

２／３ 
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入所事業所、就労定着

支援事業所、自立生活

援助事業所、共同生活

援助事業所及び相談支

援事業所 

第１項第１号及び第２号並

びに同条第２項 

 

 

 

は指定都市

若 し く は

中核市 

 

 

 

 

 

(4) 身体障害者社会参加支

援施設等 

  ｱ 盲人ホーム 

 

 

 

 

  ｲ 市町村障害者生活支援

センター 

 

 

 

 

 

昭和３７年２月２７日社発 

第１０９号厚生省社会局長 

通知「盲人ホームの運営に 

ついて」 

 

平成８年５月１０日社援更 

第１３３号厚生省社会・援 

護局長通知「市町村障害者 

生活支援事業の実施につい 

て」 

 

 

都道府県又 

は指定都市 

若 し く は 

中核市 

 

都道府県又 

は指定都市 

若 し く は 

中核市 

 

 

２／３ 

 

 

 

 

 ２／３ 

 

 

 

(5) 児童福祉施設等 

 ｱ 児童発達支援事業所及

び放課後等デイサービ

ス事業所（中分類）   

 

 

 

 

  ｲ 心身障害児総合通園セ

ンター 

 

 

 

 

 

児童福祉法第３４条の３第

１項 

 

 

 

 

 

児童福祉法第３５条第２項 

又は第３項及び昭和５４年 

７月１１日児発第５１４号 

厚生省児童家庭局長通知 

「心身障害児総合通園セン 

ターの設置について」 

 

 

都道府県又

は 指 定 都

市、中核市

若しくは児

童相談所設

置市 

 

都道府県又

は 指 定 都

市、中核市

若しくはお

おむね人口

２０万人以

上の市 

 

  ２／３ 

 

 

 

 

 

 

  ２／３ 

 

 

 

  

 

 

(6) 居宅訪問型児童発達支

援事業所、保育所等訪問

支援事業所及び障害児相

談支援事業所 

児童福祉法第３４条の３第

１項 

 

 

 

都道府県又

は 指 定 都

市、中核市

若しくは児

童相談所設

置市 

 ２／３ 

 

(7) その他施設 

 

 

別途厚生労働大臣が定める

基準等 

 

都道府県又

は指定都市

若 し く は

１／２から２／３

まで 
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  中核市 

（２）（項）介護保険制度運営推進費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金関係  

①施設の種類 ②設置根拠等 ③設置者 ④国庫補助率 

(1) 老人福祉施設等 

  ｱ 老人デイサービスセン 

  ター 

 

 

 

  ｲ 老人短期入所施設 

 

 

 

 

  ｳ  軽費老人ホーム（Ａ 

  型） 

 

 

 

 ｴ 軽費老人ホーム（Ｂ 

  型） 

 

 

 

  ｵ 軽費老人ホーム（ケア 

  ハウス） 

 

 

 

  ｶ 都市型軽費老人ホーム 

 

 

 

 

 ｷ 老人福祉センター（Ａ 

   型） 

 

 

 

 ｸ 老人福祉センター（特 

  Ａ型） 

 

老人福祉法第１５条第１項 

 

 

 

 

老人福祉法第１５条第１項 

 

 

 

 

老人福祉法第１５条第１項 

 

 

 

 

老人福祉法第１５条第１項 

 

 

 

 

老人福祉法第１５条第１項 

 

 

 

 

老人福祉法第１５条第１項 

 

 

 

 

老人福祉法第１５条第１項 

 

 

 

 

老人福祉法第１５条第１項 

 

 

都道府県又 

は指定都市 

若 し く は 

中核市 

 

都道府県又 

は指定都市 

若 し く は 

中核市 

 

都道府県又 

は指定都市 

若 し く は 

中核市 

 

都道府県又 

は指定都市 

若 し く は 

中核市 

 

都道府県又 

は指定都市 

若 し く は 

中核市 

 

都道府県又 

は指定都市 

若 し く は 

中核市 

 

都道府県又 

は指定都市 

若 し く は 

中核市 

 

都道府県又 

は指定都市 

   

 ２／３ 

 

 

 

 

 ２／３ 

 

 

 

 

 ２／３ 

 

 

 

 

 ２／３ 

 

 

 

 

 ２／３ 

 

 

  

 

  ２／３ 

 

 

 

 

 １／２ 

 

 

 

 

 １／２ 
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 ｹ 老人福祉センター（Ｂ 

   型） 

 

 

 

 ｺ 老人福祉施設付設作業 

  所 

 

 

 

  ｻ 在宅介護支援センター 

 

 

 

 

 ｼ 認知症高齢者グループ 

  ホーム 

 

 

 

 ｽ 在宅複合型施設 

 

 

 

 

  ｾ 生活支援ハウス 

 

 

 

 

 

 ｿ 介護老人保健施設 

  （併設される通所リハビ 

リテーション事業実施部 

分を含む） 

 

 ﾀ 介護医療院 

 （併設される通所リハビ 

 

 

 

老人福祉法第１５条第１項 

 

 

 

 

老人福祉法第１５条第１項 

 

 

 

 

老人福祉法第１５条第１項 

 

 

 

 

老人福祉法第１４条 

 

 

 

 

平成６年９月１４日老計第 

１２０号厚生省老人保健福 

祉局長通知「在宅複合型施 

設の整備について」 

 

平成１２年９月２７日老発

第６５５号厚生省老人保健

福祉局長通知「高齢者生活

福祉センター運営事業の実

施について」 

 

介護保険法第９４条第１項 

（介護保険法第４１条第１

項、及び同法第７２条第１

項） 

 

介護保険法第１０７条第１

項 

若 し く は 

中核市 

 

都道府県又 

は指定都市 

若 し く は 

中核市 

 

都道府県又 

は指定都市 

若 し く は 

中核市 

 

都道府県又 

は指定都市 

若 し く は 

中核市 

 

指定都市又 

は中核市 

 

 

 

都道府県又 

は指定都市 

若 し く は 

中核市 

 

都道府県又

は指定都市

若しくは中

核市 

 

 

都道府県又

は指定都市

若しくは中

核市 

 

都道府県又

は指定都市

 

 

 

 １／２ 

 

 

 

 

 １／２ 

 

 

 

 

  ２／３ 

 

 

 

 

 ２／３ 

      

 

 

   

  ２／３ 

 

 

 

 

  ２／３ 

 

 

 

 

 

 １／２ 

 

 

 

 

 １／２ 
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リテーション事業実施部 

分を含む） 

 

 

 ﾁ 訪問看護ステーション 

 

 

 

 

  ﾂ 小規模多機能型居宅介

護事業所 

 

  ﾃ 夜間対応型訪問介護ス

テーション 

 

 ﾄ 介護予防拠点 

 

 

 

 

 

 

  ﾅ 地域包括支援センター 

 

 

 ﾆ 定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所 

 

  ﾇ 看護小規模多機能型居 

  宅介護事業所 

（介護保険法第４１条第１

項、及び同法第７２条第１

項） 

 

介護保険法第７０条第１項 

 

 

 

 

老人福祉法第１４条 

 

 

老人福祉法第１４条 

 

 

平成１８年５月２９日老発

第０５２９００１号厚生労

働省老健局長通知「地域介

護・福祉空間整備等交付金

及び地域介護・福祉空間推

進交付金の実施について」 

 

介護保険法第１１５条の４

６第２項 

 

介護保険法第８条第１５項 

 

 

介護保険法第８条第２３項 

 

若しくは中

核市 

 

 

都道府県又

は指定都市

若しくは中

核市 

 

指定都市又

は中核市 

 

指定都市又

は中核市 

 

指定都市又

は中核市 

 

 

 

 

 

指定都市又

は中核市 

 

指定都市又

は中核市 

 

指定都市又

は中核市 

 

 

 

 

  １／２ 

 

 

 

 

 ２／３ 

 

 

 ２／３ 

 

 

 ２／３ 

 

 

 

 

 

 

 ２／３ 

 

 

 ２／３ 

 

 

 ２／３ 

 

(2)その他施設 

 

 

 

別途厚生労働大臣が定める

基準等 

 

 

都道府県又

は指定都市

若 し く は

中核市 

１／２から２／３

まで 

 

 

（３）（項）児童福祉施設整備費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金関係 

①施設の種類 

 

②設置根拠等 

 

③設置者 

 

④ 国 庫 補 助 

率 

(1) 婦人保護施設等 

  ｱ 婦人相談所及び一時保

護施設 

 

売春防止法第３４条第１

項、第２項及び第５項 

 

都道府県又

は指定都市 

 

  ２／３ 

 

(2) 助産施設等    
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  ｱ 児童家庭支援センター 

 

 

 

 

 

 

  ｲ 児童厚生施設 

 

 

 

  ｳ 児童相談所及び一時保

護施設 

 

 

 

 

  ｴ 職員養成施設 

 

 

 

 

 

 

 ｵ 児童自立生活援助事業

所 

 

 

 

 

 ｶ 地域子育て支援拠点事

業所 

 

 ｷ 小規模住居型児童養育

事業所 

 

 

 

 

 ｸ 小規模保育事業所、事

業所内保育事業所 

児童福祉法第３５条第２項 

 

 

 

 

 

 

児童福祉法第３５条第２項 

 

 

 

児童福祉法第１２条又は第 

１２条の４ 

 

 

 

 

児童福祉法第３５条第１０項 

 

 

 

 

 

 

児童福祉法第６条の３第１

項 

 

 

 

 

児童福祉法第３４条の１１

第１項 

 

児童福祉法第６条の３第８

項 

 

 

 

 

児童福祉法第３４条の１５

第１項 

都道府県又

は 指 定 都

市、中核市

若しくは児

童相談所設

置市 

 

都道府県又

は 指 定 都

市、中核市 

 

都道府県又

は指定都市

若しくは児

童相談所設

置市 

 

都道府県又

は 指 定 都

市、中核市

若しくは児

童相談所設

置市 

 

都道府県又

は指定都市

若しくは児

童相談所設

置市 

 

指定都市又

は中核市 

 

都道府県又

は指定都市

若しくは児

童相談所設

置市 

 

指定都市又

は中核市 

  ２／３ 

 

 

 

 

 

 

  １／２ 

 

 

 

  ２／３ 

 

 

 

 

 

 ２／３ 

 

 

 

 

 

 

  ２／３ 

 

 

 

 

 

 ２／３ 

 

 

 ２／３ 

 

 

 

 

 

 ２／３ 
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 ｹ 幼稚園型認定こども園 

   

 

 

 

 

 ｺ 特例保育施設 

 

 

 ｻ 利用者支援事業所 

 

 

 ｼ 子育て支援のための拠

点施設 

 

 

 

学校教育法（昭和２２年法

律第２６号）第２条（認定

こども園法第３条第１項の

認定又は同条第１１項の公

示を受けたものに限る。） 

 

子ども・子育て支援法第３

０条第１項第４号 

 

子ども・子育て支援法第５

９条第１号 

 

平成１１年１月７日児発第 

１４号厚生省児童家庭局長 

通知「子育て支援のための 

拠点施設の設置について」 

 

都道府県又 

は指定都市 

若しくは中

核市 

 

 

指定都市又

は中核市 

 

指定都市又

は中核市 

 

指定都市又

は中核市 

 

 

 

 ２／３ 

 

 

 

 

 

 ２／３ 

 

 

 ２／３ 

 

 

 ２／３ 

 

(3)母子・父子福祉センタ

ー 

 

 

 

 

 

母子及び父子並びに寡婦福

祉法第３８条及び平成２６

年９月３０日厚生労働省発

雇児０９３０第４号厚生労

働事務次官通知「母子・父

子福祉施設の設備及び運営

について」 

都道府県又

は指定都市

若しくは中

核市 

 

 

  １／２ 

 

(4)母子・父子休養ホーム 

 

 

 

 

 

 

母子及び父子並びに寡婦福

祉法第３８条及び平成２６

年９月３０日厚生労働省発

雇児０９３０第４号厚生労

働事務次官通知「母子・父

子福祉施設の設備及び運営

について」 

都道府県又

は指定都市

若しくは中

核市 

 

 

 

 １／２ 

 

(5)その他施設 

 

 

 

別途厚生労働大臣が定める

基準等 

 

 

都道府県又

は指定都市

若しくは中

核市 

１／２から２

／３まで 

 

 

  

 ４ 災害復旧費補助金は、間接補助事業の場合においては、次の事業を交付の対象 

 とする。 

 （１）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により特

定地方公共団体である③欄に定める市町村が設置する施設に係る災害復旧事業

に対し、④欄に定める補助根拠等により⑤欄に定める補助者が行う補助。 
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また、①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄

に定める地方公共団体以外の者が設置する施設の災害復旧事業に対し、④欄に

定める補助根拠等により⑤欄に定める補助者が行う補助。 

 ア （項）社会福祉施設整備費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金関係 

①施設の種類 

 

②設置根拠等 

 

③設置者 

 

④補助 

 根拠等 

⑤補助者 

 

⑥補助率 

 

⑦国庫 

 補助率 

(1) 保護施設 

 

 

 

生活保護法第

４１条 

 

 

社会福祉法人

又は日本赤十

字社 

 

 

生 活 保 護

法 第 ７ ４

条第１項 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

５／６ 

 

７／１０ 

 

(2) 社会事業 

  授産施設等 

 ｱ 社会事業 

  授産施設 

 

 

 

 

 

 

  ｲ 地域福祉 

  センター 

    ( Ａ 型 、 

  Ｂ型) 

 

 

 

 

 

 ｳ 隣保館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ｴ 生活館 

 

 

社会福祉法第

２条第２項第 

７号 

 

 

 

 

 

平成６年６月

２３日社援地

第７４号厚生

省社会・援護

局長通知「地

域福祉センタ

ーの設置運営

について」 

 

平成１４年８

月２９日厚生

労働省発社援

第 0829002 号

厚生労働事務

次官通知「隣

保館の設置及

び運営につい

て」 

 

平成１４年８

 

 

(ｱ) 市町村 

 

(ｲ) 社会福祉

法人 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

(ｲ) 社会福祉

法人 

 

 

 

 

 

市町村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村 

 

 

 予算措置 

 

 予算措置 

 

 

 

 

 

 予算措置 

 

 予算措置 

 

 

 

 

 

 

 予算措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 予算措置 

 

 

都道府県 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

 

都道府県 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

 

 

都道府県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県 

 

 

５／６ 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

４／５ 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４／５ 
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 ｵ 生活困窮

者 ・ ホ ー

ム レ ス 自

立 支 援 セ

ンター 

 

 

 

 

 ｶ へき地保 

  健福祉館 

 

 

 

 

 

月２９日厚生

労働省発社援

第 0829002 号

厚生労働事務

次官通知「隣

保館の設置及

び運営につい

て」 

 

平成３０年７

月３１日厚生

労働省・国土

交通省告示第

２号ホームレ

スの自立の支

援等に関する

基本方針 

 

昭和４０年９

月１日厚生省

事務次官通知

「へき地保健

福祉館の設置

及び運営につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 予算措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 予算措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

(3) 介護福祉 

士等養成施 

設 

 

 

 

 

社会福祉士及

び介護福祉士

法第７条又は

第４０条 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

 

 

(ｲ) 社会福祉

法人 

 予算措置 

 

 

 

 

 予算措置 

 

都道府県 

 

 

 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都市 

５／６ 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

(4) 障害者支 

援施設等 

 ｱ 障害福祉

サービス事

業所 

 

 

 

 

 

障害者総合支

援法第７９条

第２項 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

 

 

(ｲ) 障害者総

 

 

 予算措置 

 

 

 

 

 予算措置 

 

 

都道府県 

 

 

 

 

都 道 府 県

 

 

５／６ 

（療養介護

事業所に限

る。） 

 

５／６ 

 

 

４／５ 

（療養介護

事業所に限

る。） 

 

４／５ 
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 ｲ 障害者支

援施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者総合支

援法第８３条

第４項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合支援法第

７９条第２

項に基づき

事業を実施

す る 法 人

（社会福祉

法人、医療

法人、日本

赤十字社、

公益社団法

人、公益財

団法人、一

般 社 団 法

人、一般財

団 法 人 、

NPO 法人、

営 利 法 人

等 。 以 下

「社会福祉

法人等」と

いう。） 

 

地方税法（昭

和２５年法律

第２２６号）

第３４８条第

２項第１０の

４号及び第１

０の６号の規

定により固定

資産税を課さ

れないことと

されている法

人（社会福祉

法人、医療法

人、日本赤十

字社、公益社

団法人又は公

益 財 団 法 人

等。医療法人

を除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４／５ 
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 ｳ  居宅介護

事業所、短

期入所事業

所、就労定

着支援事業

所、自立生

活援助事業

所、共同生

活援助事業

所及び相談

支援事業所 

 

 ｴ 地域活動

支援センタ

ー 

 

 

 

 ｵ 福祉ホー

ム 

 

 

 

障害者総合支

援法第７９条

第２項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者総合支

援法第７９条

第２項 

 

 

 

障害者総合支

援法第第７９

条第２項 

 

(ｱ) 市町村 

 

(ｲ) 社会福祉

法人等 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人

等 

 

 

 

 

社会福祉法人

等 

 

 

 

 予算措置 

 

 予算措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 予算措置 

 

 

 

 

 

 予算措置 

 

 

 

 

都道府県 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

 

 

 

 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

 

５／６ 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

(5) 身体障害

者社会参加

支援施設等 

 ｱ 補装具製

作 施 設 及

び 視 聴 覚

障 害 者 情

報 提 供 施

設 ( 中 分

類) 

 

 ｲ 身体障害

者 福 祉 セ

ンター(中

分類) 

 

 

 

 

 

身体障害者福

祉法第２８条

第３項 

 

 

 

 

 

身体障害者福

祉法第２８条

第３項 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

 

 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

 

４／５ 
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 ｳ 盲導犬訓

練施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ｴ 盲人ホー

ム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｵ 市町村障

害 者 生 活

支 援 セ ン

ター 

 

 

 

 

身体障害者福

祉法第２８条

第３項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和３７年２

月２７日社発

第１０９号厚

生労働省社会

局長通知「盲

人ホームの運

営について」 

 

 

 

 

 

平成８年５月

１０日社援更

第１３３号厚

生省社会・援

護 局 長 通 知

「市町村障害

者生活支援事 

業の実施につ

いて」 

( ｱ )社会福祉

法人 

 

 

 

 

( ｲ )公益社団

法人、公益

財団法人、

一般社団法

人、一般財

団法人 

 

(ｱ) 市（指定

都市及び中

核 市 を 除

き、特別区

を含む。） 

 

(ｲ) 社会福祉

法人 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

(ｲ) 社会福祉

法人 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

 

 

都道府県 

 

 

 

 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

 

都道府県 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

(6）児童福祉

施設等 

 ア 障害児入

所 施 設

（ 中 分

類） 

 

 

 

児童福祉法第

３５条第４項 

 

 

 

 

 

社 会 福 祉 法

人、日本赤十

字社、公益社

団法人又は公

益財団法人 

 

 

児 童 福 祉

法 第 ５ ６

条 の ２ 第

１項 

 

 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 、 中

核 市 若 し

く は 児 童

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

７／１０ 
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 イ 児童発達

支 援 セ ン

タ ー （ 中

分類） 

 

 

 

 

 ウ 児童発達

支 援 事 業

所 及 び 放

課 後 等 デ

イ サ ー ビ

ス 事 業 所

（ 中 分

類） 

 

 

 

児童福祉法第

３５条第４項 

 

 

 

 

 

 

児童福祉法第

３４条の３第

２項 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人

等 

 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

(ｲ) 社会福祉

法人等 

 

 

 

 

 

 

 

児 童 福 祉

法 第 ５ ６

条 の ２ 第

１項 

 

 

 

 

予算措置 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

相 談 所 設

置市 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 、 中

核 市 若 し

く は 児 童

相 談 所 設

置市 

 

都道府県 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 、 中

核 市 若 し

く は 児 童

相 談 所 設

置市 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

７／１０ 

 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

（ 7）居宅訪

問 型 児 童

発 達 支 援

事 業 所 、

保 育 所 等

訪 問 支 援

事 業 所 及

び 障 害 児

相 談 支 援

事業所 

児童福祉法第

３４条の３第

２項 

 

 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

(ｲ) 社会福祉

法人等 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

都道府県 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 、 中

核 市 若 し

く は 児 童

相 談 所 設

置市 

５／６ 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

(8) その他施

設 

 

 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

(ｲ) 社会福祉

法人又は日

本赤十字社 

予 算 措 置

等 

 

予 算 措 置

等 

都道府県 

 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

3/4 から 

5/6 まで 

 

3/4 から 

5/6 まで 

 

 

 

2/3 から 

4/5 まで 

 

2/3 から 

4/5 まで 

 

 

 

イ （項）介護保険制度運営推進費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金関係 

①施設の種類 

 

②設置根拠 

等 

③設置者 

 

④補助根 

拠等 

⑤ 補 助 

者 

⑥補助率 

 

⑦国庫補助率 
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(1) 老人福祉 

施設等 

 ｱ 老人デイ

サ ー ビ ス

センター 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ｲ 老人短期

入所施設 

 

 

 

老人福祉法

第１５条第

２項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

老人福祉法

第１５条第

２項 

 

 

(ｱ) 市町村（指 

定都市及び中 

核市を除き、 

特 別 区 を 含  

む。以下本表 

に お い て 同  

じ。） 

 

(ｲ) 社会福祉法 

  人 

 

 

 

 

 

(ｳ) 営利法人、

医療法人、日

本赤十字社、

公 益 社 団 法

人、公益財団

法人、一般社

団法人、一般

財 団 法 人 、

NPO 法 人 等

（法人の種別

は問わない。

社会福祉法人

を除く。以下

「民間法人」

という。） 

（ただし、認

知症対応型デ

イサービスセ

ン タ ー に 限

る。） 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

 

 

 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

老人福祉

法第２４ 

条第２項 

 

 

都 道 府

県 

 

 

 

 

 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都 道 府

県 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４／５ 
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 ｳ 養護老人

ホ ー ム 及

び 特 別 養

護 老 人 ホ

ーム 

 

 

 ｴ 軽費老人

ホ ー ム

（Ａ型）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 ｵ 軽費老人

ホ ー ム

（Ｂ型）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

老人福祉法

第１５条第

４項 

 

 

 

 

老人福祉法

第１５条第

５項 

 

 

 

 

 

 

 

 

老人福祉法

第１５条第

５項 

 

 

 

(ｲ) 社会福祉法 

 人 

 

 

 

 

 

( ｳ ) 民 間法 人

（ただし、虐

待のほか、要

介護者の急な

疾病等に対応

するための緊

急ショートス

テ イ に 限

る。） 

 

(ｱ) 社会福祉法

人 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

 

(ｲ) 社会福祉法 

 人 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

 

(ｲ) 社会福祉法 

 

老人福祉 

法第２４

条第２項 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

 

 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

老人福祉 

法第２４

条第２項 

 

 

 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

老人福祉

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

 

 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 

 

 

都道府 

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 

 

 

都 道 府

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

５／６ 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７／１０ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

４／５ 
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 ｶ 軽費老人

ホ ー ム

（ ケ ア ハ

ウス）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ｷ 都市型軽

費 老 人 ホ

ーム 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

老人福祉法

第１５条第

５項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

老人福祉法

第１５条第

５項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

 

(ｲ) 社会福祉法 

人 

 

 

 

 

 

(ｳ) 民間法人 

 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

 

(ｲ) 社会福祉法 

人 

 

 

 

 

 

(ｳ) 民間法人 

 

 

 

 

 

法第２４

条第２項 

 

 

 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

 

 

  

予算措置 

 

 

 

 

 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 

 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 

 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 
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 ｸ 老人福祉

セ ン タ ー

（Ａ型） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 ｹ 老人福祉

セ ン タ ー

（ 特 Ａ

型） 

 

 

 

 

 

 

 

 ｺ 老人福祉

セ ン タ ー

（Ｂ型） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 ｻ 老人福祉

施 設 付 設

作業所 

 

 

 

 

 

老人福祉法

第１５条第

５項 

 

 

 

 

 

 

 

 

老人福祉法

第１５条第

５項 

 

 

 

 

 

 

 

 

老人福祉法

第１５条第

５項 

 

 

 

 

 

 

 

 

老人福祉法

第１５条第

５項 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

 

(ｲ) 社会福祉法 

人 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

 

(ｲ) 社会福祉法 

人 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

 

(ｲ) 社会福祉法 

人 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

 

(ｲ) 社会福祉法 

人 

 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

 

 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

 

 

 

老人福祉 

法第２４

条第２項 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

 

 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

都 道 府

県 

 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 

 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 

 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市若し 

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 

 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

 

３／４ 

 

 

 

３／４ 

 

 

 

 

 

 

３／４ 

 

 

 

３／４ 

 

 

 

 

 

 

３／４ 

 

 

 

３／４ 

 

 

 

 

 

 

３／４ 

 

 

 

３／４ 

 

 

 

２／３ 

 

 

 

２／３ 

 

 

 

 

 

 

２／３ 

 

 

 

２／３ 

 

 

 

 

 

 

２／３ 

 

 

 

２／３ 

 

 

 

 

 

 

２／３ 

 

 

 

２／３ 
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 ｼ 在宅介護

支 援 セ ン

ター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ｽ 認知症高

齢 者 グ ル

ー プ ホ ー

ム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ｾ 在宅複合

型施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

老人福祉法

第１５条第

２項 

 

 

 

 

 

 

 

 

老人福祉法

第１４条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成６年９

月１４日老

計第１２０

号厚生省老

人保健福祉

局 長 通 知

「在宅複合

型施設の整

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

 

ｲ) 社会福祉法 

 人 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

 

(ｲ) 社会福祉法 

人 

 

 

 

 

 

( ｳ ) 民 間法 人

（ た だ し ４

（２）ｴに該

当するものは

除く） 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

(ｲ) 社会福祉法 

人 

 

 

 

 

 

 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

老人福祉 

法第２４

条第２項 

 

 

 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

市 若 し

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 

 

 

都道府 

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 

 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

４／５ 
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 ｿ 生活支援

ハウス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ﾀ 小規模多

機 能 型 居

宅 介 護 事

業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ﾁ 夜間対応

型 訪 問 介

護 ス テ ー

ション 

 

 

 

 

備 に つ い

て」 

 

平成１２年

９月２７日

老発第６５

５号厚生省

老人保健福

祉局長通知

「高齢者生

活福祉セン

ター運営事

業の実施に

ついて」 

 

老人福祉法

第１４条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

老人福祉法 

第１４条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

(ｲ) 社会福祉法 

人 

 

 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

 

(ｲ) 社会福祉法 

人 

 

 

 

 

 

(ｳ) 民間法人 

 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

 

(ｲ) 社会福祉法 

人 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

老人福祉

法第２４

条第２項 

 

核市 

 

 

都 道 府

県 

 

都道府 

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

 

 

都 道 府

県 

 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

くは中 

核市 

 

都 道 府

県 

 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

 

 

 

５／６ 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

４／５ 
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ﾂ  介 護 予 防 

拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ﾃ  地 域 包 括 

支援センタ

ー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１８年

５月２９日

老発第０５

２９００１

号厚生労働

省老健局長

通知「地域

介護・福祉

空間整備等

交付金及び

地域介護・

福祉空間推

進交付金の

実施につい

て」 

 

 

介護保険法

第１１５条

の４６第２

項又は第３

項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｳ) 民間法人 

 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

(ｲ) 社会福祉法 

人 

 

 

 

 

 

(ｳ) 民間法人 

 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

(ｲ) 社会福祉法 

人 

 

 

 

 

 

(ｳ) 民間法人 

 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 又 は

指定都 

市 若 し

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 
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ﾄ 定期巡回・

随時対応型

訪問介護 

  看護事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ﾅ 看護小規模

多機能型居

宅介護事業

所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険法

第８条第１

５項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険法

第８条第２

３項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

(ｲ) 社会福祉法 

人 

 

 

 

 

 

(ｳ) 民間法人 

 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

(ｲ) 社会福祉法 

  人 

 

 

 

 

 

(ｳ) 民間法人 

 

 

 

予算措置 

 

  

予算措置 

 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

都 道 府

県 又 は

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

 

 

５／６ 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

(2) その他施 

設 

 

 

 

別途厚生労

働大臣が定

める基準等 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

(ｲ) 社会福祉法

人又は日本赤

予算措置

等 

 

予算措置

等 

都 道 府

県 

 

都 道 府

県 又 は

3/4 から 

5/6 まで 

 

3/4 から 

5/6 まで 

2/3 から 

4/5 まで 

 

2/3 から 

4/5 まで 
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十字社 

 

 

 

 

 

 

 

指 定 都

市 若 し

く は 中

核市 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ （項）児童福祉施設整備費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金関係 

①施設の種 

類 

②設置根拠  

等 

③設置者 

 

④補助根 

拠等 

⑤補助者 

 

⑥補助率 

 

⑦国庫補助  

率 

(1) 婦人保

護施設 

 

売春防止法

第３６条 

 

社会福祉法人 

 

 

売春防止 

法第３９ 

条 

都道府県 

 

 

５／６ 

 

 

４／５ 

 

 

(2) 助 産 施

設等 

 ｱ 助産施

設、乳児

院、母子

生活支援

施設、児

童養護施

設、児童

心理治療

施設、児

童自立支

援施設及

び児童家

庭支援セ

ンター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童福祉法

第３５条第

３項又は第

４項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｱ) 中核市（助

産施設及び母

子生活支援施

設を除く。） 

又 は 市 町 村

（指定都市又

は中核市を除

き、特別区を

含む。以下本

表において同

じ。ただし、

本表（２）の

ｱの(ｱ)、ｲの

(ｱ)、ｶの(ｱ)

及びｸの(ｱ)に

ついては児童

相談所設置市

を除く。） 

 

(ｲ) 社会福祉法

人又は日本赤

十字社、公益

社団法人、公益

財団法人、一般

社団法人若しく

は一般財団法人 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童福祉

法第５６

条の２第

１項 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 、 中

核 市 （ 助

産 施 設 及

び 母 子 生

活 支 援 施

設 に 限

る 。 ） 若

し く は 児

 

 

５／６ 

（児童家庭

支援センタ

ー に 限

る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

（児童家庭

支援センタ

ー に 限

る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７／１０ 

（児童家庭

支援センタ

ーにあって

は 、 ４ ／

５） 
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 ｲ 保育所 

 

 

 

 

 

 

 

 ｳ  幼保 連

携型認定

こども園 

 

 

 

 ｴ  児童 厚

生施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｵ  職員養

成施設 

 

 

ｶ  児童自

立生活援

助事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童福祉法

第３５条 第

４項 

 

 

 

 

 

認定こども

園法第１２

条 

 

 

 

児童福祉法

第３５条第

３項又は第

４項 

 

 

 

 

 

 

児童福祉法

第３５条第

１０項 

 

児童福祉法

第６条の３

第１項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童福祉法第３

５条第４項に基

づき認可を受け

た者 

 

 

 

 

認定こども園法

第１７条第１項

に基づき認可を

受けた者 

 

 

(ｱ) 市町村 

  

(ｲ) 社会福祉法

人又は公益社

団法人、公益

財団法人、一

般社団法人若し

くは一般財団法

人 

 

市町村 

 

 

 

(ｱ) 中核市又は

市町村 

 

(ｲ) 社会福祉法

人等 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

児童福祉

法第５６

条の２第

１項 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

予算措置 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

童 相 談 所

設置市 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 、 中

核 市 若 し

く は 児 童

相 談 所 設

置市 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

 

都道府県 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

 

 

 

都道府県 

 

 

 

都道府県 

 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 児 童

相 談 所 設

置市 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

３／４ 

 

３／４ 

 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

 

５／６ 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７／１０ 

 

 

 

 

 

 

 

７／１０ 

 

 

 

 

 

２／３ 

 

２／３ 

 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

４／５ 

 

 

４／５ 
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 ｷ  地域子

育て支援

拠点事業

所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ｸ  小規 模

住居型児

童養育事

業所 

 

 

 

 

 

 

 ｹ  小規模

保育事業

所、事業

所内保育

事業所 

 

 

 

ｺ  幼稚園

型認定こ

ども園 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童福祉法

第３４条の

１１第１項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童福祉法

第６条の３

第８項 

 

 

 

 

 

 

 

児童福祉法

第３４条の

１５第１項

又は第２項 

 

 

 

 

学校教育法

第２条（認

定こども園

法第３条第

１項の認定

を受けたも

の に 限

る。） 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

(ｲ) 児童福祉法

第３４条の１

１第１項に基

づき地域子育 

て支援拠点事 

業を実施する 

法人（社会福 

祉法人等） 

 

(ｱ) 中核市又は

市町村 

 

(ｲ) 社会福祉法

人等 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

(ｲ) 児童福祉法

第３４条の１

５第２項に基

づき認可を受

けた者 

 

(ｱ) 市町村 

 

(ｲ) 認定こども

園法第３条第

１項に基づき

認定を受けた

者 （ 指 定 都

市、中核市及

び市町村を除

く。） 

 

予算措置 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県 

 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

 

 

 

 

都道府県 

 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 児 童

相 談 所 設

置市 

 

都道府県 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

 

都道府県 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

４／５ 
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ｻ  特例保

育施設 

 

 

 

 ｼ  利用者

支援事業

所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ｽ  子育 て

支援のた

めの拠点

施設 

 

 

 

 

 

子ども・子

育て支援法

第３０条第

１項第４号 

 

子ども・子

育て支援法

第５９条第

１号 

 

 

 

 

 

 

 

平成１１年

１月７日児

発第１４号

厚生省児童

家庭局長通

知「子育 て

支援のため

の拠点施設

の設置につ

いて」 

市町村 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

(ｲ) 子ども・子

育て支援法第

５９条第１号

に基づく利用

者支援事業を

実施する法人

（社会福祉法

人等） 

 

(ｱ)市町村 

 

(ｲ) 社会福祉法

人又は公益社

団法人、公益

財団法人、一

般社団法人若

しくは一般財

団法人（放課

後児童クラブ

に限る。） 

予算措置 

 

 

 

 

予算措置 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

都道府県 

 

 

 

 

都道府県 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

 

 

 

 

都道府県 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

 

 

５／６ 

 

 

 

 

５／６ 

 

５／６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

５／６ 

 

５／６ 

 

 

 

 

４／５ 

 

 

 

 

４／５ 

 

４／５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

４／５ 

 

４／５ 

 

 

 

(3) 母 子 ・

父子福祉

センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

母子及び父

子並びに寡

婦福祉法第

３８条及び

平成２６年

９月３０日

厚生労働省

発発雇児０

９３０第４

号厚生労働

事務次官通

知「母子・

父子福祉施

設の設備及

(ｱ) 市町村 

 

(ｲ) 社会福祉法

人又は日本赤

十字社、公益

社団法人、公

益財団法人、

一般社団法人

若しくは一般

財団法人 

 

予算措置 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

 

 

 

 

３／４ 

 

３／４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

２／３ 

 

２／３ 
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 び運営につ

いて」 

(4) 母 子 ・

父子休養

ホーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

母子及び父

子並びに寡

婦福祉法第

３８条及び

平成２６年

９月３０日

厚生労働省

発雇児０９

３０第４号

厚生労働 事

務次官通知

「母子・父

子福祉施設

の設備及び

運営につい

て」 

(ｱ) 市町村 

 

(ｲ) 社会福祉法

人又は日本赤

十字社、公益

社団法人、公

益財団法人、

一般社団法人

若しくは一般

財団法人 

 

予算措置 

 

予算措置 

         

         

    

 

 

 

 

 

都道府県 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

 

 

 

 

３／４ 

 

３／４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

２／３ 

 

２／３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 母 子 健

康包括支

援センタ

ー 

母子保健法

第２２条 

 

指定都市又は中

核市若しくは市

町村 

予算措置 

 

 

都道府県 

 

 

３／４ ２／３ 

 

(6) そ の 他

施設 

 

 

 

 

 

 

別途厚生労

働大臣が定

める基準等 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

 

(ｲ) その他厚生

労働大臣が認

めた者 

 

 

予算措置

等 

 

予算措置

等 

 

 

 

都道府県 

 

 

都 道 府 県

又 は 指 定

都 市 若 し

く は 中 核

市 

3/4 から 

5/6 まで 

 

3/4 から 

5/6 まで 

 

 

2/3 から 

4/5 まで 

 

2/3 から 

4/5 まで 

 

 

 

（２）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により特定

地方公共団体である③欄に定める市町村が設置する施設に係る災害復旧事業に対

し、④欄に定める補助根拠等により⑤欄に定める補助者が行う補助。 

また、①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に

定める地方公共団体以外の者が設置する施設の災害復旧事業に対し、④欄に定め

る補助根拠等により⑤欄に定める補助者が行う補助。 

  （項）介護保険制度運営推進費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金関係 

 

①施設の種類 

 

②設置根拠等 

 

③設置者 

 

④補助根拠 

等 

⑤補助者 

 

⑥補助率及び

国庫補助率 
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老人福祉施設等 

 ｱ 生活支援ハ

ウス（通所介

護事業又は通

所リハビリテ

ーション事業

を行う介護老

人保健施設に

併設又は隣接

している場合

限る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ｲ 介護老人保

健施設 

 （併設される 

通所リハビリ 

テーション事 

業実施部分を 

含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成１２年９

月２７日老発

第６５５号厚

生省老人保健

福祉局長通知

「高齢者生活

福祉センター

運営事業の実

施について」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険法第

９４条第１項 

（介護保険法

第４１条第１

項、及び同法

第７２条第１

項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｱ) 市町村（指定

都市及び中核市

を除き、特別区

を含む。以下本

表 に お い て 同

じ。 

 

(ｲ) 社会福祉法人 

 

 

 

 

 

(ｳ) 医療法人 

 

 

 

 

 

(ｴ) その他厚生労  

働大臣が認めた

者 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

(ｲ) 社会福祉法人 

 

 

 

 

 

(ｳ) 医療法人 

  

 

 

 

 

(ｴ) その他厚生労  

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

 予算措置 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

 

 

 

 

予算措置 

 

都道府県 

  

 

 

 

 

 

都道府県

又は指定

都市若し

くは中核

市 

 

都道府県 

又は指定

都市若し

くは中核

市 

 

都道府県

又は指定

都市若し

くは中核

市 

 

都道府県 

  

都道府県

又は指定

都市若し

くは中核

市 

 

都道府県 

又は指定

都市若し

くは中核

市 

 

都道府県 

 

２／３ 

 

 

 

 

 

 

２／３ 

 

 

 

 

 

２／３ 

 

 

 

 

 

２／３ 

 

 

 

 

 

１／２ 

 

１／２ 

 

 

 

 

 

１／２ 

 

 

 

 

 

１／２ 
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 ｳ 介護医療院 

 （併設される 

通所リハビリ 

テーション事 

業実施部分を 

含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ｴ  認知症高齢

者グループホ

ーム 

 

 

 

  ｵ  在宅介護支

援 セ ン タ ー

（介護老人保

健施設、病院

又は診療所に

併設している

場合に限る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険法第

１０７条第１

項 

（介護保険法

第４１条第１

項、及び同法

第７２条第１

項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

老人福祉法第

１４条 

 

 

 

 

老人福祉法第

１５条第２項 

 

 

 

 

 

 

 

 

働大臣が認めた

者 

 

 

 

(ｱ) 市町村 

 

(ｲ) 社会福祉法人 

 

 

 

 

 

(ｳ) 医療法人 

  

 

 

 

 

(ｴ) その他厚生労  

働大臣が認めた

者 

 

 

 

 医療法人 
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予算措置 

 

予算措置 
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予算措置 
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老人福祉法 
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又は指定
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又は指定
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又は指定
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 ５ 災害復旧費補助金は、災害復旧費において次に掲げる費用については補助の対 

  象としないものとする。 

 （１）土地の買収又は整地に要する費用（災害による地形地盤の変動によって生じ 

   た地割れ等の復旧に要する費用を除く。） 

 （２）既存建物の買収（既存建物を買収することが建物を復旧することより、効率 

   的であると認められる場合における当該建物の買収を除く。）に要する費用 

 （３）職員の宿舎に要する費用 

  （４）門、囲障、構内の雨水排水設備及び構内通路等の外構整備に要する費用（心 

     身障害児総合通園センターの相談・検査部門に限る。） 
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  （５）災害復旧事業以外の事業の工事施工中に生じた災害に係るもの。 

 （６）明らかに設計の不備又は工事施工の粗漏に起因して生じたものと認められる 

   災害に係るもの。 

  （７）その他災害復旧費として適当と認められない費用 

 

 （交付額の算定方法）  

 ６ 災害復旧費補助金の交付額は、次により算出する。 

    なお、事業ごとに算出された交付額に 1,000 円未満の端数が生じた場合には、 

  これを切り捨てるものとする。 

 （１）直接補助事業の場合 

   ア 工事請負契約等を締結する単位ごとに、別表の第２欄に定める対象経費の 

    実支出額の合計額と、総事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人の 

    場合は、寄付金収入額を除く。）を控除した額とを比較して少ない方の額を 

    選定する。 

   イ ３の表の①欄に定める施設の種類ごとに、別表の第１欄に定める基準額の 

    合計額を算出する。 

   ウ アにより選定された額と、イにより算出した額とを比較して少ない方の額 

    の施設の種類ごとの額（以下「国庫補助基本額」という。）に、３の表の④ 

    欄に定める国庫補助率を乗じて得た額の範囲内の額を交付額とする。 

 

 （２）間接補助事業の場合 

   ア ４の（１）の間接補助事業の場合 

   （ア）工事請負契約等を締結する単位ごとに、別表の第２欄に定める対象経費 

     の実支出額の合計額と、総事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法 

     人の場合は、寄付金収入額を除く。)を控除した額とを比較して少ない方 

     の額を選定する。 

   （イ）４の（１）の表の①欄に定める施設の種類ごとに、別表の第１欄により 

     算出した基準額の合計額を算出する。 

   （ウ）（ア）により選定された額と、（イ）により算出した額とを比較して少 

     ない方の額に、４の（１）の表の⑥欄に定める補助率を乗じて得た額と、 

     施設の種類ごとに算出した都道府県又は指定都市、中核市若しくは児童相 

     談所設置市が補助した額の合計額とを比較していずれか少ない方の額の施 

     設の種類ごとの額（以下、「国庫補助基本額」という。）に、４の（１） 

     の表の⑦欄に定める国庫補助率を乗じて得た額の範囲内の額を交付額とす 

     る。 

 

   イ ４の（２）の間接補助事業の場合 

   （ア）工事請負契約等を締結する単位ごとに、別表の第２欄に定める対象経費 

     の実支出額の合計額と、総事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法 

     人の場合は、寄付金収入額を除く。)を控除した額とを比較して少ない方 

     の額を選定する。 
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   （イ）４の（２）の表の①欄に定める施設の種類ごとに、別表の第１欄により 

     算出した基準額を算出する。 

   （ウ）（ア）により選定された額と、（イ）により算出した額とを比較してい 

     ずれか低い方の額に第４の（２）の表の⑥欄に掲げる補助率を乗じて得た 

     額と施設の種類ごとに算出した都道府県又は指定都市若しくは中核市が補 

     助した額の合計額とを比較していずれか少ない方の額の範囲内の額を交付 

     額とする。 

 

  （国の財政上の特別措置） 

 （３）交付要綱第２の６の（３）の表の①欄に定める区分ごとに②欄に定める対象

施設の種類に掲げる場合には、本要綱を適用せず、交付要綱により行うことと

する。 

      

 （交付の条件） 

 ７ 災害復旧費補助金の交付の決定は、次の条件が付されるものとする。 

    ア 事業の内容のうち、次のものを変更する場合には、当該都道府県の区域 

     を管轄する地方厚生局長（徳島県、香川県、愛媛県及び高知県にあっては 

     四国厚生支局長、以下「地方厚生（支）局長」という。）の承認を受けな 

     ければならない。 

     （ア）建物の規模、構造又は用途（施設の機能を著しく変更しない程度の軽 

      微な変更を除く。） 

     （イ）建物の設置場所の変更 

     （ウ）入所定員又は利用定員 

     イ 事業を中止し、又は廃止する場合には、地方厚生（支）局長の承認を受 

     けなければならない。 

     ウ 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場 

     合には、速やかに地方厚生（支）局長に報告してその指示を受けなければ 

     ならない。 

     エ 事業により取得し又は効用の増加した不動産及びその従物については、 

     適化法施行令第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定め 

     る期間を経過するまで、地方厚生（支）局長の承認を受けないでこの補助 

     金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、 

     取り壊し又は廃棄してはならない。 

     オ 地方厚生（支）局長の承認を受けて財産を処分することにより収入があ 

     った場合には、その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

     カ 事業により取得し又は効用の増加した財産については、事業の完了後に 

     おいても、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な 

     運用を図らなければならない。 

     キ 補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係 

     る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税 

     額０円の場合を含む。）は、別紙８の様式により速やかに、遅くとも補助 



 - 43 - 

     事業完了日の属する年度の翌々年度６月３０日までに地方厚生（支）局長 

     に報告しなければならない。 

      なお、事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一 

     支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又 

     は本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本 

     部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。 

      また、地方厚生（支）局長に報告があった結果、補助金に係る仕入控除 

     税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税額を国庫に納付しな 

     ければならない。 

     ク  この補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙７の

様式による調書を作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証

拠書類を整理し、かつ調書及び証拠書類を事業完了の日（事業の中止又は

廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了

後５年間保管しておかなければならない。ただし、地方公共団体以外の者

にあっては、前記の調書に替えて事業に係る収入及び支出を明らかにした

帳簿を備え、当該収入及び支出についての証拠書類を整理し、当該帳簿及

び証拠書類を事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、

その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければ

ならない。 

    ケ 地方公共団体以外の者が事業を行うために締結する契約の相手方及びそ 

     の関係者から、寄付金等の資金提供を受けてはならない。ただし、共同募 

     金会に対してなされた指定寄付金を除く。 

    コ 事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約に 

     おいても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせること 

     を承諾してはならない。 

      サ 地方公共団体以外の者が事業を行うために締結する契約については、一 

     般競争入札に付するなど都道府県又は指定都市、中核市若しくは児童相談 

     所設置市が行う契約手続の取扱いに準拠しなければならない。 

    シ この補助金に係る補助金の交付と対象経費を重複して、他の補助金の交 

     付を受けてはならない。 

    ス 都道府県が市町村又は社会福祉法人等に対して、この間接補助金を交付 

     する場合、若しくは、指定都市又は中核市若しくは児童相談所設置市が社 

     会福祉法人等に対してこの間接補助金を交付する場合には、アからシまで 

     に掲げる条件を付さなければならない。 

      この場合において、「事業」とあるのは「間接補助事業」と、「地方厚 

     生（支）局長」とあるのは「都道府県知事」又は「指定都市、中核市若し 

     くは児童相談所設置市の長」と、「国庫」とあるのは「都道府県」又は  

     「指定都市、中核市若しくは児童相談所設置市」と、「別紙８」とあるの 

     は「別紙９」とそれぞれ読み替えるものとする。 

    セ スにより付した条件に基づき都道府県知事又は指定都市、中核市若しく 

     は児童相談所設置市の長が承認又は指示する場合には、あらかじめ地方厚 
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     生（支）局長の承認又は指示を受けなければならない。 

       ソ 間接補助事業者から財産の処分による収入又は補助金に係る消費税及び 

     地方消費税に係る仕入控除税額の全部又は一部の納付があった場合には、 

     その納付額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

    タ 市町村又は社会福祉法人等がスにより付した条件に違反した場合には、 

     この補助金の全部又は一部を取り消すことがある。 

 

 （申請手続） 

 ８ この補助金の交付の申請は、次により行うものとする。 

   補助事業者は、別紙１又は２の様式による申請書に関係書類を添えて、別に定 

  める日までに地方厚生（支）局長に提出するものとする。 

 

 （実績報告） 

 ９ この補助金の事業実績報告は、次により行わなければならない。 

    補助事業者は、別紙３又は４の様式による報告書に関係書類を添えて、別に定 

  める日までに地方厚生（支）局長に提出するものとする。 

 

 （その他） 

１０ 特別の事情により６、８、９に定める算定方法及び手続きによることができな 

  い場合には、あらかじめ地方厚生（支）局長の承認を受けて、その定めるところ 

  によるものとする。 

   なお、この補助金について、精算交付申請を行う場合には、別途指示する期日 

  までに別紙５又は６の様式による報告書を地方厚生（支）局長に提出して行うも 

  のとする。 
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別表 
 
 

算 定 基 準 

 

１  基 準 額 ２  対 象 経 費 

 厚生労働大臣に協議して承認を得た額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 社会福祉施設等の災害復旧（施設の復旧と一

体的に復旧されるものであって、厚生労働大臣

が必要と認めた復旧を含む。）に必要な工事費

又は工事請負費（第２の５に定める費用を除

く。）及び工事事務費（工事施工のため直接必

要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品

費、通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等

をいい、その額は工事費又は工事請負費の２．

６％に相当する額を限度とする。） 

 厚生労働大臣に協議して承認を得た額 

 

 

 

 

 

  社会福祉施設等の災害復旧（応急仮設施設整

備に限る）に必要な賃借料、工事費又は工事請

負費（交付要綱第２の５に定める費用を除

く。） 

 

 

 



別紙１

直接補助の場合
　　

　　

　
　

○○厚生（支）局長　　殿

　
　
　

平成３０年７月豪雨及び平成３０年北海道胆振東部地震に係る
社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金の交付申請について

１ 申 請 額 別紙（１）のとおり
２ 施設の 種類 別紙（１）のとおり
３ 申請額 内訳 別紙（２）のとおり
４ 事 業 計 画 別紙（３）のとおり
５ 都道府県（指定都市、中核市及び児童相談所設置市）及び設置主体の歳入歳出予

　　算書（見込書）抄本
　　　

　　　

番 号

　標記について、次により国庫補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請する。

印

都 道 府 県 知 事
指 定 都 市 の 長
中 核 市 の 長
児童相談所設置市の長

年 月 日



別紙（１）

（都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市名） (単位：円）

ＮＯ 施設の種類 施設の名称 直接補助事業者

（項）社会福祉施設整備費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金

（項）介護保険制度運営推進費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金

（項）児童福祉施設整備費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金

申　　請　　額　　一　　覧　　表

国庫補助申請額

①　小　計

②　小　計

③　小　計

合　計（①＋②＋③）



別紙（２）

自治体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

対 象 経 費 の 国 庫 補 助 国 庫 補 助 金

実 支 出 差 引 額 基 準 額

（ 予 定 ） 額 基 本 額 所 要 額
A 円 B （ ≦ A ） 円 C 円 D （ =A-C ） 円 E 円 Ｆ 円 Ｇ 円

（注） (1) 工事請負契約等を締結する単位で作成すること。

(2) C欄には、移行時特別積立金を含めること。

(3) Ａ欄～Ｆ欄の災害復旧費計の欄については、内訳の金額の記入の有無に関係なく必ず記入すること。

(4) Ｆ欄には、Ｂ欄、Ｄ欄若しくはＥ欄の合計のうち最も少ない額である欄の施設種別毎の内訳の金額を記入すること。

(5) Ｇ欄は、Ｆ欄の金額に国庫補助率を乗じて得た額とすること。

災 害 復 旧 費 計

災　　　　　害　　　　　復　　　　　旧　　　　　整　　　　　備　　　　　申　　　　　請　　　　　額　　　　　内　　　　　訳

設 置 者 の

総 事 業 費

寄 付 金 そ の 他

の 収 入 額 等

施 設 種 別

１ 災 害 復 旧 費



別紙（３）

　１　対象施設の概要

　（１）施設の名称及び所在地

　（２）施設の種類

　（３）設置主体及び経営主体

　２　災害の状況

　（１）災害の名称

　（２）被災年月日

　（３）被災状況

　３　災害復旧事業の内容

㎡

　　２　備考欄には、災害の復旧部門及びその面積等を具体的に記入すること。

　４　復旧施設の構造及び規模

　（１）敷地面積 ㎡

　（２）敷地の所有関係 （自己所有地、借地、買収（予定）地の別）

　（３）建物の面積 建築面積 ㎡、延面積 ㎡

　（４）建物の構造   （ 造）

　５　整備費内訳

　（１）主体工事費 円

　（２）工事事務費 円

　（３）合　　計 円

　　　（注）　工事費費目別内訳書を添付すること。

　６　施工期間

　（１）契約年月日

　（２）着工年月日

　（３）竣工年月日

　（４）事業開始年月日

復　旧　総　面　積 備　　　　考

事　　業　　計　　画　　書

　　注）１　本表は災害復旧費のうち、補助対象事業分について記入すること。

区　　　　分



　　　　　　有　・　無

　８　その他参考事項

　７　平成２０年４月１７日社援発第０４１７００１号、老発第０４１７００１号又は
　　雇児発第０４１７００１号「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分につ
　　いて」の別添１「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認基準」第３
　　の３の（１）に規定する抵当権の設定の有無



別紙２

間接補助の場合
　　

　　

　
　

○○厚生（支）局長　　殿

　
　
　

平成３０年７月豪雨及び平成３０年北海道胆振東部地震に係る
社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金の交付申請について

１ 申 請 額 別紙（１）のとおり
２ 施設の 種類 別紙（１）のとおり
３ 申請額 内訳 別紙（２）のとおり
４ 設置主体から都道府県（指定都市、中核市及び児童相談所設置市）へ提出された

　　事業計画書副本（この事業計画書の記載内容及び添付書類は、別紙１の別紙
　　（３）の様式を準用すること。）
５ 都道府県（指定都市、中核市及び児童相談所設置市）及び設置主体の歳入歳出予

　　算書（見込書）抄本
　　　

　　　

　標記について、次により国庫補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請する。

番 号
年 月 日

都 道 府 県 知 事

印
指 定 都 市 の 長
中 核 市 の 長
児童相談所設置市の長



別紙（１）

（都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市名） (単位：円）

施設の種類 施設の名称 間接補助事業者

災害復旧費

（項）社会福祉施設整備費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金

（項）介護保険制度運営推進費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金

（項）児童福祉施設整備費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金

申　　請　　額　　一　　覧　　表

国庫補助申請額

①　小　計

②　小　計

③　小　計

合　計（①＋②＋③）



別紙（２）－１

（第２の４（１）の間接補助事業の場合）

（都道府県市名）　　　　　　　　　　（設置者の氏名）　　　　　　　　　　（施設の名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

対 象 経 費 の 都 道 府 県 都 道 府 県 国 庫 補 助 国 庫 補 助 金

実 支 出 差 引 額 基 準 額 （ 指 定 都 市 等 ） （ 指 定 都 市 等 ）

（ 予 定 ） 額 補 助 額 補 助 予 定 額 基 本 額 所 要 額
A 円 B （ ≦ A ） 円 C 円 D （ =A-C ） 円 E 円 F 円 Ｇ 円 Ｈ 円 Ｉ 円

（注） (1) 工事請負契約等を締結する単位で作成すること。

(2) C欄には、移行時特別積立金を含めること。

(3) F欄には、Ｂ欄、Ｄ欄、Ｅ欄のうち最も少ない額に、４の（１）の表の⑥補助率を乗じて得た額とすること。

(4)

(5) Ａ欄～Ｇ欄の災害復旧費計の欄については、内訳の金額の記入の有無に関係なく必ず記入すること。

(6) Ｈ欄には、Ｆ欄及びＧ欄の合計のうち少ない額である欄の施設種別毎の内訳の金額を記入すること。

(7) I欄は、H欄の金額に国庫補助率を乗じて得た額とすること。

Ｇ欄については、都道府県、指定都市及び中核市並びに児童相談所設置市補助（３／４＋α）相当額を計上すること。＋αとは都道府県、指定都市及び中核市並びに児童相談所設置市の単独補助を指す。

災 害 復 旧 費
計

災　　　　　　　　　害　　　　　　　　復　　　　　　　　旧　　　　　　　　整　　　　　　　　備　　　　　　　　申　　　　　　　請　　　　　　　　額　　　　　　　　内　　　　　　　　訳

設 置 者 の

総 事 業 費

寄 付 金 そ の 他

の 収 入 額 等

施 設 種 別

１ 災 害 復 旧 費



別紙（２）－２

（第２の４（２）の間接補助事業の場合）

（都道府県市名）　　　　　　　　　　（設置者の氏名）　　　　　　　　　　（施設の名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

対 象 経 費 の 都 道 府 県 都 道 府 県 国 庫 補 助 国 庫 補 助 金

実 支 出 差 引 額 基 準 額 （ 指 定 都 市 等 ） （ 指 定 都 市 等 ）

（ 予 定 ） 額 補 助 額 補 助 予 定 額 基 本 額 所 要 額

A 円 B （ ≦ A ） 円 C 円 D （ =A-C ） 円 E 円 F 円 G 円 Ｈ 円 I 円

（注） (1) 工事請負契約等を締結する単位で作成すること。

(2) C欄には、移行時特別積立金を含めること。

(3) F欄には、Ｂ欄、Ｄ欄、Ｅ欄のうち最も少ない額に、４の（２）の表の⑥補助率を乗じて得た額とすること。

(4)

(5) Ａ欄～Ｇ欄の災害復旧費計の欄については、内訳の金額の記入の有無に関係なく必ず記入すること。

(6) Ｈ欄には、Ｆ欄及びＧ欄の合計のうち少ない額である欄の施設種別毎の内訳の金額を記入すること。

(7) Ｉ欄は、Ｈ欄の額をそのまま記入すること。

災 害 復 旧 費 計

Ｇ欄については、都道府県、指定都市及び中核市補助（３／４＋α）相当額を計上すること。＋αとは都道府県、指定都市及び中核市の単独補助を指す。

災　　　　　　　　　害　　　　　　　　復　　　　　　　　旧　　　　　　　　整　　　　　　　　備　　　　　　　　申　　　　　　　　請　　　　　　　　額　　　　　　　　内　　　　　　　　訳

設 置 者 の

総 事 業 費

寄 付 金 そ の 他

の 収 入 額 等

施 設 種 別

１ 災 害 復 旧 費



別紙３

直接補助の場合
　　

　　

　
　

○○厚生（支）局長　　殿

　
　
　

平成３０年７月豪雨及び平成３０年北海道胆振東部地震に係る
社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金の事業実績報告について

　　平成　年　月　日第　　号で交付決定を受けた平成３０年７月豪雨及び平成３０
　年北海道胆振東部地震に係る災害復旧費国庫補助金に係る事業実績については、
　次の関係書類を添えて報告する。

１ 精 算 額 別紙（１）のとおり
２ 施設の種類等 別紙（１）のとおり
３ 精算額算出内 別紙（２）のとおり
４ 事業実績報告 別紙（３）のとおり
５

　　決算書（見込書）抄本　　
都道府県（指定都市、中核市及び児童相談所設置市）及び設置主体の歳入歳出

番 号
年 月 日

都 道 府 県 知 事

印
指 定 都 市 の 長
中 核 市 の 長
児童相談所設置市の長



別紙（１）

（都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市名） (単位：円）

ＮＯ 施設の種類 施設の名称 直接補助事業者

（項）社会福祉施設整備費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金

（項）介護保険制度運営推進費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金

（項）児童福祉施設整備費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金

精　　算　　額　　一　　覧　　表

国庫補助精算額

①　小　計

②　小　計

③　小　計

合　計（①＋②＋③）



別紙（２）

自治体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

対 象 経 費 の 国 庫 補 助 国 庫 補 助 金 国 庫 補 助 金 国 庫 補 助 金 差 引 過

実 支 出 差 引 額 基 準 額

（ 予 定 ） 額 基 本 額 所 要 額 交 付 決 定 額 受 入 済 額 △ 不 足 額
A 円 B （ ≦ A ） 円 C 円 D （ =A-C ） 円 E 円 Ｆ 円 Ｇ 円 Ｈ 円 Ｉ 円 Ｊ（＝Ｈ－Ｇ）円

（注） (1) 工事請負契約等を締結する単位で作成すること。

(2) C欄には、移行時特別積立金を含めること。

(3) Ａ欄～Ｆ欄の災害復旧費計の欄については、内訳の金額の記入の有無に関係なく必ず記入すること。

(4) Ｆ欄には、Ｂ欄、Ｄ欄若しくはＥ欄の合計のうち最も少ない額である欄の施設種別毎の内訳の金額を記入すること。

(5) Ｇ欄は、Ｆ欄の金額に国庫補助率を乗じて得た額とすること。

災　　　　　害　　　　　復　　　　　旧　　　　　整　　　　　備　　　　　精　　　　　算　　　　　額　　　　　内　　　　　訳

寄付金その他

の 収 入 額 等

災 害 復 旧 費 計

１ 災 害 復 旧 費

施 設 種 別

設 置 者 の

総 事 業 費



別紙（３）

　１　対象施設の概要

　（１）施設の名称及び所在地

　（２）施設の種類

　（３）設置主体及び経営主体

　２　災害の状況

　（１）災害の名称

　（２）被災年月日

　（３）被災状況

　３　災害復旧事業の内容

㎡

　　２　備考欄には、災害の復旧部門及びその面積等を具体的に記入すること。

　４　復旧施設の構造及び規模

　（１）敷地面積 ㎡

　（２）敷地の所有関係 （自己所有地、借地、買収（予定）地の別）

　（３）建物の面積 建築面積 ㎡、延面積 ㎡

　（４）建物の構造   （ 造）

　５　支出済事業費総額

　（１）主体工事費 円

　（２）工事事務費 円

　（３）合　　計 円

　　　（注）　工事費仕様書、支出済工事費費目別内訳書、工事事務費費目別内訳書を添

　　　　　　付すること。

　６　施工期間

　（１）契約年月日

　（２）着工年月日

　（３）竣工年月日

　（４）事業開始年月日

　　注）１　本表は災害復旧費のうち、補助対象事業分について記入すること。

事　業　実　績　報　告　書

区　　　　分 復　旧　総　面　積 備　　　　考



　　　　　　有　・　無

　８　その他参考事項

　（添付書類）

　　１　請負いの場合は、工事請負契約書の写

　　　　直営の場合は、支払領収書の写

　　２　工事完了を確認するに足る検査済証の写

　　　　（建築基準法第７条第５項又は第１８条第７項の規定による検査済証）

　　３　工事契約金額報告書（別紙①）

　　４　抵当権の設定を証明できる書類（登記簿の写し等）を添付すること。

　７　平成２０年４月１７日社援発第０４１７００１号、老発第０４１７００１号又は
　　雇児発第０４１７００１号「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分につ
　　いて」の別添１「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認基準」第３
　　の３の（１）に規定する抵当権の設定の有無



別紙①

　　　都道府県知事
　各　指定都市市長
　　　中核市市長
　　　児童相談所設置市長

社会福祉法人○○○会
理事長　○○○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 施工業者
株式会社　△△△建設

代表取締役　△△△△

　契　約　年　月　日

当 初 ○ ○ 工 事 請 負 契 約 平成　　年　　月　　日 金 円

○ ○ 変 更 （ 追 加 ） 契 約 平成　　年　　月　　日 金 円

平成　　年　　月　　日 金 円

設 計 監 理 委 託 契 約 平成　　年　　月　　日 金 円

平成　　年　　月　　日 金 円

 金　　　　額

番 号
年 月 日

　発注者（委託者）社会福祉法人○○○会と請負者（受託者）株式会社△△△建設
は◇◇◇施設建設工事に係る工事請負契約（設計監理委託契約）を次のとおり締結
し施工するとともに、国庫補助金についてもこれに基づき算定したことを報告す
る。

工事契約金額報告書



別紙４

間接補助の場合
　　

　　

　
　

○○厚生（支）局長　　殿

　
　
　

平成３０年７月豪雨及び平成３０年北海道胆振東部地震に係る
社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金の事業実績報告について

　　平成　年　月　日第　　号で交付決定を受けた平成３０年７月豪雨及び平成３０
　年北海道胆振東部地震に係る災害復旧費国庫補助金に係る事業実績については、
　次の関係書類を添えて報告する。

１ 精 算 額 別紙（１）のとおり
２ 施設の種類等 別紙（１）のとおり
３ 精算額算出内 別紙（２）のとおり
４

　　た事業実績報告書副本（この事業実績報告書の記載内容及び添付書類は、別紙３
　　の別紙（３）の様式を準用すること。）
５

　　決算書（見込書）抄本　　

児童相談所設置市の長

設置主体から都道府県（指定都市、中核市及び児童相談所設置市）へ提出され

都道府県（指定都市、中核市及び児童相談所設置市）及び設置主体の歳入歳出

番 号
年 月 日

都 道 府 県 知 事

印
指 定 都 市 の 長
中 核 市 の 長



別紙（１）

（都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市名） (単位：円）

施設の種類 施設の名称 間接補助事業者

災害復旧費

（項）社会福祉施設整備費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金

（項）介護保険制度運営推進費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金

（項）児童福祉施設整備費（目）社会福祉施設等災害復旧費補助金

精　　算　　額　　一　　覧　　表

国庫補助精算額

①　小　計

②　小　計

③　小　計

合　計（①＋②＋③）



別紙（２）－１

（第２の４（１）の間接補助事業の場合）

（都道府県市名）　　　　　　　　　　（設置者の氏名）　　　　　　　　　　（施設の名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

対象経費の 都 道 府 県 都 道 府 県 国 庫 補 助 国庫補助金 国庫補助金 国庫補助金 差 引 過

実 支 出 差 引 額 基 準 額 （指定都市等） 補 助 金

（ 予 定 ） 額 補 助 額 支 出 済 額 基 本 額 所 要 額 交付決定額 受 入 済 額 △ 不 足 額
A 円 B （ ≦ A ） 円 C 円 D （ =A-C ） 円 E 円 F 円 G 円 H 円 Ｉ 円 Ｊ 円 K 円 Ｌ（＝K－Ｉ）円

（注） (1) 工事請負契約等を締結する単位で作成すること。

(2) C欄には、移行時特別積立金を含めること。

(3) F欄には、Ｂ欄、Ｄ欄、Ｅ欄のうち最も少ない額に、４の（１）の表の⑥補助率を乗じて得た額とすること。

(4) Ｇ欄については、都道府県、指定都市及び中核市並びに児童相談所設置市補助（３／４＋α）相当額を計上すること。＋αとは都道府県、指定都市及び中核市並びに児童相談所設置市の単独補助を指す。

(5) Ａ欄～Ｇ欄の災害復旧費計の欄については、内訳の金額の記入の有無に関係なく必ず記入すること。

(6) Ｈ欄には、Ｆ欄及びＧ欄の合計のうち少ない額である欄の施設種別毎の内訳の金額を記入すること。

(7) I欄は、H欄の金額に国庫補助率を乗じて得た額とすること。

災　　　　　　　　　害　　　　　　　　復　　　　　　　　旧　　　　　　　　整　　　　　　　　備　　　　　　　　精　　　　　　　　算　　　　　　　　額　　　　　　　　内　　　　　　　　訳

寄付金その他

の 収入 額等

災 害 復 旧 費 計

１ 災 害 復 旧 費

施 設 種 別

設 置 者 の

総 事 業 費



別紙（２）－２

（第２の４（２）の間接補助事業の場合）

（都道府県市名）　　　　　　　　　　（設置者の氏名）　　　　　　　　　　（施設の名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

対象経費の 都 道 府 県 都 道 府 県 国 庫 補 助 国庫補助金 国庫補助金 国庫補助金 差 引 過

実 支 出 差 引 額 基 準 額 （指定都市等） 補 助 金

（ 予 定 ） 額 補 助 額 支 出 済 額 基 本 額 所 要 額 交付決定額 受 入 済 額 △ 不 足 額
A 円 B （ ≦ A ） 円 C 円 D （ =A-C ） 円 E 円 F 円 G 円 Ｈ 円 I 円 Ｊ 円 Ｋ 円 Ｌ（＝K－Ｉ）円

（注） (1) 工事請負契約等を締結する単位で作成すること。

(2) C欄には、移行時特別積立金を含めること。

(3) F欄には、Ｂ欄、Ｄ欄、Ｅ欄のうち最も少ない額に、４の（２）の表の⑥補助率を乗じて得た額とすること。

(4) Ｇ欄については、都道府県、指定都市及び中核市補助（３／４＋α）相当額を計上すること。＋αとは都道府県、指定都市及び中核市の単独補助を指す。

(5) Ａ欄～Ｇ欄の災害復旧費計の欄については、内訳の金額の記入の有無に関係なく必ず記入すること。

(6) Ｈ欄には、Ｆ欄及びＧ欄の合計のうち少ない額である欄の施設種別毎の内訳の金額を記入すること。

(7) Ｉ欄は、Ｈ欄の額をそのまま記入すること。

災　　　　　　　　　害　　　　　　　　復　　　　　　　　旧　　　　　　　　整　　　　　　　　備　　　　　　　　精　　　　　　　　算　　　　　　　　額　　　　　　　　内　　　　　　　　訳

寄付金その他

の 収入 額等

災 害 復 旧 費 計

１ 災 害 復 旧 費

施 設 種 別

設 置 者 の

総 事 業 費



別紙５

直接補助の場合
　　

　　

　
　

○○厚生（支）局長　　殿

　
　
　

平成３０年７月豪雨及び平成３０年北海道胆振東部地震に係る
社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金交付申請並びに事業実績報告について

１ 精 算 額 別紙（１）のとおり（別紙３の別紙（１）の様式を準用）
２ 施設の種類等 別紙（１）のとおり（別紙３の別紙（１）の様式を準用）
３ 精算額算出内 別紙（２）のとおり（別紙３の別紙（２）の様式を準用）
４ 事業実績報告 別紙（３）のとおり（別紙３の別紙（３）の様式を準用）
５ 都道府県（指定都市、中核市及び児童相談所設置市）及び設置主体の歳入歳出予

　　算書（見込書）抄本
　　　

　　　

　標記について、次により国庫補助金を精算交付されるよう関係書類を添えて申請する。

番 号
年 月 日

都 道 府 県 知 事

印
指 定 都 市 の 長
中 核 市 の 長
児童相談所設置市の長



別紙６

間接補助の場合
　　

　　

　
　

○○厚生（支）局長　　殿

　
　
　

平成３０年７月豪雨及び平成３０年北海道胆振東部地震に係る
社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金交付申請並びに事業実績報告について

１ 精 算 額 別紙（１）のとおり（別紙４の別紙（１）の様式を準用）
２ 施設の種類等 別紙（１）のとおり（別紙４の別紙（１）の様式を準用）
３ 精算額算出内 別紙（２）のとおり（別紙４の別紙（２）の様式を準用）
４

　　た事業実績報告書副本（この事業実績報告書の記載内容及び添付書類は、別紙３
　　の別紙（３）の様式を準用すること。）
５ 都道府県（指定都市、中核市及び児童相談所設置市）及び設置主体の歳入歳出予

　　算書（見込書）抄本
　　　

　　　

　標記について、次により国庫補助金を精算交付されるよう関係書類を添えて申請する。

設置主体から都道府県（指定都市、中核市及び児童相談所設置市）へ提出され

番 号
年 月 日

都 道 府 県 知 事

印
指 定 都 市 の 長
中 核 市 の 長
児童相談所設置市の長



別紙７

平成３０年７月豪雨及び平成３０年北海道胆振東部地震に係る
社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金調書

平成　　年度　厚生労働省所管 （地方公共団体名）　　

　

　 交 付 決 定 補 備 考
歳　出　予　算　科　目

　 の 額 助 う ち 国 庫 う ち 国 庫 翌 年 度 う ち 国 庫
　 　 科 目 予 算 現 額 収 入 済 額 科 目 予 算 現 額 補 助 支 出 済 額 補 助 補 助

率 　 　 　 　 金 相 当 額 金 相 当 額 繰 越 額 金 相 当 額
円 円 円 円 円 円 円 円 円

（項）　社会福祉施設整備費 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　　（目）　社会福祉施設等災害 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　　　　　　復 旧 費 補 助 金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

（項）　介護保険制度運営推進費
　　（目）　社会福祉施設等災害
　　　　　　復 旧 費 補 助 金

（項）　児童福祉施設整備費
　　（目）　社会福祉施設等災害 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　　　　　　復 旧 費 補 助 金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

（作成要領）
　　１　「国」の「交付決定の額」は、交付決定通知書の補助金の額の区分に応じて、記入すること。

　　　目の内訳に係るときは、当該経費の配分の目の内訳として記入すること。

　　４　「備考」は、参考となるべき事項を適宜記入すること。

国 地　　　　　方　　　　　公　　　　　共　　　　　団　　　　　体

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出歳　　　　　入

　　　公共団体の歳入の科目に「前年度繰越額」を掲げる場合は、その「予算現額」及び「収入済額」の数字下欄に国庫補助金額を内書（　　）をもって附記すること。

　　２　「地方公共団体」の「科目」は、歳入にあっては、款、項、目、節を、歳出にあっては、款、項、目をそれぞれ記入すること。なお、歳出については、前記１の額に対応する経

　　３　「予算現額」は、歳入にあっては、当初予算額、補正予算額等の区分を、歳出にあっては、当初予算額、補正予算額、予算費支出額、流用増減額等の区分を明らかにすること。

　　５　補助事業等の地方公共団体の歳出予算額の繰越が行なわれた場合における翌年度に行われる当該補助事業等に係る補助金等についての調書の作成は、本表に準ずること。この場



別紙８
　　

　
　

○○厚生（支）局長　　殿

　
　
　

１ 施設の種類及び名称

２ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）

　　第１５条の規定による確定額又は事業実績報告による精算額

　　　 金 円

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入

　　控除税額（要国庫補助金等返還相当額）

金 円

４ 添付書類

３の消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳を確認するための書

　　 類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握できる資料、特定収入の割合を確

　　 認できる資料）

指 定 都 市 の 長
中 核 市 の 長
児童相談所設置市の長

　平成　年　月　日第　　号で交付決定を受けた平成３０年７月豪雨及び平成３０年北
海道胆振東部地震に係る社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金に係る消費税及び地方消
費税に係る仕入控除税額については、下記のとおり報告する。

番 号
年 月 日

平成　年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書

都 道 府 県 知 事

印



別紙９
　　

　
　

　
　 補助事業者名 印
　

１ 施設の種類及び名称

２ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）

　　第１５条の規定による確定額又は事業実績報告による精算額

　　　 金 円

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入

　　控除税額（要補助金等返還相当額）

金 円

４ 添付書類

　　　３の消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳を確認するための書

 　 類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握できる資料、特定収入の割合を確

　　認できる資料）

都 道 府 県 知 事
指 定 都 市 の 長
中 核 市 の 長
児童相談所設置市の長

　　殿

　平成　年　月　日第　　号で交付決定を受けた平成３０年７月豪雨及び平成３０年
北海道胆振東部地震に係る社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金に係る消費税及び地
方消費税に係る仕入控除税額については、下記のとおり報告する。

番 号
年 月 日

平成　年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書


